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研究概要

非大都市圏地域の人口・社会の衰退を食い止める要素として、U
ターンに着目し、研究を行った

Uターンのもつ地域の将来人口の分析評価にあたり、

→山口県を対象とし研究を進めた(山口県を対象とする妥当な理
由付けは後述)



研究概要(2)

社人研地域推計の方法に準拠し、Uターンが1.5倍、1.75倍、2.0
倍となった際の山口県の将来人口を5年ごとに2045年まで、5年
ごとに行った

→2045年総人口はそれぞれ

1.5倍:約123万人 1.75倍:約135万人 2.0倍:約147万人となり

Uターンが1.5~1.75倍に活性化したとしたときでも2015年水準人
口の約140万人が維持されないことなどが明らかになった



研究の目的と背景

日本の地方圏において20c後半より始まった人口減少とりわけ自
若年層の流出は、当該地域の社会福祉だけでなく経済・労働構造
にも大きな影響をもたらしてきた

→現在そうした非大都市圏の人口・社会の衰退を食い止める一要
素としてUターンが挙げられ本研究ではそれに着目

中川(2019)より進学・就職・結婚といったライフイベントに伴う
移動の活発化傾向はUターンに関しても同様(つづく



研究の目的と背景(2)

そうした若年層が故郷に戻った際に、家族を連れてきたり子供を
もうけるなど将来の人口構造に影響を与える可能性、人口規模に
与える影響

→こうした影響を将来人口の観点から分析評価することで、U
ターン移住および促進政策がどの程度の効果をもたらすかを検討
できる

社人研地域推計(2018)をベースラインに分析シミュレーションを
行う



本研究の意義・位置づけ

社人研推計:”投影”の考えに基づくもの、でありあくまでこれまでの実
績傾向と異なるUターン活性化などを前提とした仮想的シミュレー
ションは行われていない

中川(2019):人口移動調査等データに基づきUターンの年齢構造や地域
特性といった実態を明らかに. しかしUターンの活性化と将来人口のシ
ミュレーションを結び付けたものではない.

→そこで本稿は社人研推計(2018)をベースとしつつUターン活性化に
よる将来人口へのインパクトにつき定量的シミュレーションを行うと
し、先行研究にない新たな知見を示すこととする.



データと方法

用いたもの

・住民基本台帳(2018)より、性別都道府県別年齢階級別人口およ
び性別年齢階級別移動前後住所地別移動人口

・社人研地域推計で用いられている仮定値

・社人研第8回移動調査報告書(2018)の”転入者に占めるUターン
者の割合”



データと方法(2)

住基より移動前・後を対応させた性別年齢階級別OD表を作成し、
これをそれぞれ移動前・後の期首人口で除し足し合わせることで、
各都道府県の移出率・移入率を計算できる



データと方法(3)

次にUターンが活性化した場合の純移動率を設定する

転入者に占めるUターン者の割合をxとおくとp%増加したとした
とき転入率は(1+px)倍されることとなり、これを基に転入率を
設定した.

ただし第8回移動調査報告書ではUターン者の割合について、都
道府県性別に示されているが、年齢階級毎にはないことより全年
齢階級に対し、一定と仮定している



データと方法(4)

こうして新たに設定した純移動率と、住基より算出された純移動
率の差はUターン移動の活性化による上昇と考えられ、

これを一律にベースとなる社人研推計の2015~2045年の純移動
率仮定値に加えることで、Uターンの活性化した場合の純移動率
の仮定値とした.

この純移動率仮定値を基に社人研地域別将来人口推計手法に準拠
し将来人口推計を行った(なお純移動率を除く仮定値については
社人研による仮定値をそのまま流用している)



結果と考察

純移動率仮定値と社人研推計(ベースライン)との比較



結果と考察(2)

住基より算出した純移動率は、社人研推計の仮定値と近い傾向に
あり、男女ともに各年齢階級における純移動率仮定値を概ね再現
できていることから、本研究ではUターンの活性化仮定の基礎と
して、住基より算出された純移動率を用いることとした.

(比較した際の当てはまりがよかったことも山口県を対象とした
理由の一つである.)



結果と考察(3)

本シミュレーションに用いた男女別年齢階級別純移動率の仮定値



結果と考察(4)

• 上記の純移動率仮定値をもとに将来人口を各ケースごとにシ
ミュレーションした



結果と考察(5)

次に各ケースの性比について観察する.(次項以降)

要約すると
Uターンの活性化の程度を大きくしていくにつれ、将来的に女性超過
の傾向から男性超過の傾向に変化していくことが確認された.

←先述の純移動率の仮定値を男女で比較した際、男性の純移動率が女
性より高くなっているものが反映されていると考えられる

一方80歳以上の高齢層では大きな性比の上昇はみられない. これは社
人研推計の生残率仮定値の男女差が純移動率よりも大きく影響してい
ることを示唆している.



結果と考察(6)



結果と考察(7)



結果と考察(8)

最後に老年従属人口指数を検討する



結果と考察(9)

ケース0,1 : 上昇

ケース2: 概ね横ばい

ケース3: 低下 が確認された

老年従属人口指数は社会保障制度の安定性に直結する数値であり、
これからの将来の地域社会の存続という問題に対し、Uターンな
どの地方回帰のもつ、人口移動の地域人口へのインパクトの大き
さを表している.



終わりに、本研究の課題

• 本研究の制約点として例えば

転入者に占めるUターン者の割合を全年齢階級に対して一律とし
ている点が挙げられる

中川(2019)より年齢階級別に見たときに移動の盛衰とUターンの
傾向も概ね一致しているとされており、仮にUターン者割合を男
女年齢階級別に設定したとすると、推定結果は本稿とは異なるも
のとなるだろう



本研究の課題(2)

このようにUターン移動の活性化については

都道府県単位の特性を踏まえた上で、

性別年齢階級別の活性化度合いの違いを考慮し分析していくこと
が求められるが、このような点については今後の課題としたい.

以上
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